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世田谷区手話言語条例 

（令和５年１１月１５日 福祉保健常任委員会資料） 

 

１． 主旨 

区における手話言語の基本的な考え方や必要な事項等を定めるための条例制定に向け、

学識経験者や手話を必要とする当事者等で構成される条例検討会（以下「検討会」とい

う。）、障害者団体、障害者施策推進協議会等から意見をいただき検討を進めてきた。ま

た、令和５年６月に条例（骨子案）に対するパブリックコメントを行い、９月６日の福祉

保健常任委員会に条例（素案）を報告した。 

この度、区民に言語としての手話の認知・理解を深めてもらい、区における手話言語の

基本的な考え方や必要な事項等を定めることにより、手話を必要とする者の権利が尊重さ

れる地域共生社会を実現するため、この条例を制定する。 

 

２． これまでの経過 

令和４年 ５月２６日   福祉保健常任委員会 

独立した手話言語条例の制定を検討することを報告 

１１月１１日   福祉保健常任委員会 

条例制定に向けた検討を開始することを報告 

１２月１６日   第１回検討会 

令和５年 １月２５日   第２回検討会 

２月１０日   福祉保健常任委員会 条例の検討状況を報告 

５月３０日   福祉保健常任委員会 条例（骨子案）を報告 

５月３１日   第３回検討会 

 ６月 ９日～６月３０日 パブリックコメント 

６月１４日・１５日   手話言語に関するワークショップ開催 

８月２３日   第４回検討会 

９月 ６日   福祉保健常任委員会 条例（素案）を報告 

９月１５日   パブリックコメント実施結果の公表 

１０月１１日   第５回検討会 

 

３．条例の名称について 

手話が言語であることを示す簡潔な条例名とすることについて、検討会において同意を

得たため、本条例の名称を「世田谷区手話言語条例」とする。 

 



４．条例（案）について 

資料２－１（案） 

資料２－２（案・素案 対照表）を参照。 

〇素案から案への主な変更点 

・前文において、手話を必要とする者の権利が尊重される地域共生社会を実現する

ために、この条例を制定することを明記。 

・前文および第４条第２項において、手話が言語であることを定義する権利（手話 

の獲得（手話の習得をいう。）をし、手話を学び、手話で学び、及び手話を使う 

ことができる環境整備）の記載順を修正。 

・第２条において、手話を必要とする者の定義を明記。 

・その他 文言の修正等を行った。 

 

５．条例に基づく取組みについて 

（１）令和６年度に予定する主な取組みについて（概算経費） 

①くみん窓口、出張所等における遠隔手話通訳の実施【新規】 

    ・民間企業が提供するシステムを導入し、各総合支所のくみん窓口、保健福祉課、

各出張所の窓口に配置した二次元コードを来庁者がスマートフォン等で読み込む

ことで、遠隔の手話通訳者につなぐ。 

（歳出）３，０１４千円 

（歳入）１，１６３千円（国：７７５千円、都：３８８千円） 

②区役所における待機手話通訳者の配置時間の拡充【拡充】 

  ・手話を必要とする区民のための手話の環境を整備するため、待機手話通訳者の配 

置時間を現状の平日午前中のみ（９時から１２時）から平日窓口開庁時間（８時 

３０分から１７時）に拡充する。 

（歳出）５，５３８千円（前年度比４，０８０千円増） 

（歳入）２，１３６千円（国：１，４２４千円、都７１２千円） 

③手話講習会「手話体験教室」の拡充【拡充】 

・言語としての手話の魅力や重要性等を学び、理解を深めることを目指し、手話を

学び始めたい方を対象とする「手話体験教室」を現状秋のみ開催しているが、来

年度以降秋及び冬の開催に拡充する。  

（歳出）６，７６６千円（前年度比４５千円減※） 

（歳入）２，６０９千円（国：１，７３９千円、都８７０千円） 

※コロナ対策経費が減額したため 

④区報「区のおしらせ」に手話の普及啓発のための紙面掲載（原則月１回）【新規】 

・区のおしらせ「せたがや」に手話イラストを掲載し、手話の普及啓発、理解促進 

をはかる。 

 

 

 

 



⑤手話通訳者の処遇改善【拡充】 

・手話通訳者を、手話という言語と文化を理解したうえで、日本語を話す人と繋ぐ

専門職として改めて評価し、平成２７年以降見直しを行っていなかった通訳者の

報酬額を、東京都と同等（区事業派遣の場合：＠５,０００円/２時間３０分まで

→＠５,６２０円/２時間まで）とするとともに、不十分であった交通費加算の増

額などの見直しを図る。 

（歳出）１６，４３４千円（前年度比７，９９５千円増） 

 （歳入） ６，３３５千円（国：４，２２３千円、都２，１１２千円） 

 

（２）令和７年度以降に向けて検討している主な施策例 

①区立小学校における手話の普及や理解促進に関する啓発事業の回数増 

②手話への理解促進に向けた動画配信 

③区職員が窓口等業務で使える簡単な手話を学び、定着させるための連続講座の実施 

④令和７年度開催のデフリンピック（ろう者のためのオリンピック）に併せたスポー 

ツ推進部と連携した普及啓発の実施 

   ⑤遠隔手話通訳システムの災害時支援への活用 

 

６．今後のスケジュール 

令和６年 ４月   条例施行 


